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飛騨信濃周波数変換設備の
調整力広域運用への活用について

２０２３年３月２２日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第84回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料１



2本日の概要

◼ 飛騨信濃周波数変換設備（以降、飛騨信濃FC）は、2021年3月31日の運転開始以降、調整力の広域運用
のため、15分毎にエリア間で調整力をやり取りする設定としていたが、連系線潮流変化の頻度および、それに伴う電圧
変動が当初想定より増加している。

◼ これにより電圧調整のための調相設備※の使用頻度が当初想定より増加し、同設備の開閉器の開閉回数が運転開
始後1年程度で、メーカー保証値を超過する見込みとなった。

◼ メーカー保証値の超過前に飛騨信濃FC調相設備の開閉器臨時点検が必要となるため、臨時点検に伴う飛騨信濃
FCの停止が増加し、電力市場分断の増加や緊急時における電力融通可能量が減少することとなる。

◼ 上記の飛騨信濃FCの停止回避対策として、第29回需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）において、
早期に実現可能な対策として飛騨信濃FCに連系線潮流の段差制約を設けることとし、恒久対策については将来的
な設備対策の要否なども含めて検討することとされた。

◼ これを受けて、恒久対策の費用便益評価を踏まえた上で、飛騨信濃FCの調整力広域運用への活用について検討し
た。

※電圧を調整する設備であり、適正電圧を維持することを目的に、必要に応じて電力系統に接続する設備



3（参考）飛騨信濃FC調相設備の開閉頻度増加について

◼ FCに潮流が流れると潮流量に応じて電圧低下が生じるため、電圧を一定に維持するように、FC潮流がある閾値を超
える毎に調相設備を投入量を変更している。

◼ 広域需給調整（調整力の広域運用）により、FCの潮流は15分間隔で変化することとなり、潮流変化に伴う調相
設備の開閉も高頻度化し、開閉器臨時点検の追加が必要となる。

◼ 開閉器の点検にはFCの停止が必要となるため、FCの停止も増加する。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-2 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf


4（参考）飛騨信濃FC調相設備開閉回数増加の暫定対策ついて

◼ 第29回需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）において、早期に実現可能な対策として飛騨信濃
FCに段差制約を設けることで審議された。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-1 抜粋 赤線追記
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_01.p
df

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_01.pdf


5（参考）暫定対策の内容について

◼ 飛騨信濃FCの調相設備の開閉が不要な範囲で潮流制約を設け、その範囲内で潮流制御するような暫定対策を
設けた。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-2 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf


6（参考）暫定対策実施に伴う影響額の試算結果ついて

◼ 暫定対策（段差制約）の実施に伴い、影響額が試算したところ、暫定対策実施が一番影響額が小さくなるという
結果であった。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-2 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf


7（参考）需給ひっ迫時の段差制約実施について

◼ 需給ひっ迫時において、暫定対策（段差制約）は解除することで整理された。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-2 抜粋（赤線追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf


8（参考）段差制約実施の広域調達・運用への影響について

◼ 段差制約内の融通量で、広域予備率が低下するような需給ひっ迫の際は、段差制約を解除し広域調達した調整
力は全量送電可能となるため、飛騨信濃FCを介した調整力の広域調達に制限をかけなくとも運用は可能であると
整理された。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-2 抜粋（赤線追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_02.pdf


9検討内容

【項 目】

（１）今回の検討内容について

（２）コストメリットの試算について

（３）恒久対策案における費用便益評価について

◼ それぞれの項目について、次スライド以降で検討結果をご報告する。



10

（１）今回の検討内容について

（２）コストメリットの試算について

（３）恒久対策案における費用便益評価について



11（１）今回の検討内容について

◼ 飛騨信濃FCについては、交流・直流の変換器が他励式であり、無効電力制御ができないことから、電圧変動に対
応するために別途、調相設備が必要となる。

◼ 一方で、2027年度末の運用開始に向け建設が進められている、新佐久間FC新設分と東清水FC増強分につい
ては自励式を採用し、無効電力制御が可能な設備設計となっていることから、潮流変化に伴う電圧変動への特段
の考慮は不要となる。

◼ 調整力の広域運用を、飛騨信濃FC（90万kW）に代わり、自励式の新佐久間FC新設分と東清水FC増強分
（合計90万kW）で運用する場合には、飛騨信濃FCの恒久対策は不要となる。

◼ 以上から、調整力の広域運用において、新佐久間FC新設分と東清水FC増強分に加えて飛騨信濃FCも活用す
る場合（調整力の広域運用を90万kWから180万kWに拡大する場合）のコストメリットを確認し、設備対策費
用と比較することで、飛騨信濃FCの調整力広域運用の要否について確認した。



12（参考）電力変換器における他励式と自励式の違いについて

◼ 自励式は無効電力制御が可能であるが、他励式の電力変換器は無効電力制御が不可であるため、電圧対策と
して別途調相設備が必要となる。

出所)第1回 長距離海底直流送電の整備にむけた検討会（2021年3月15日）資料5 抜粋 赤枠追記
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/chokyori_kaitei/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/chokyori_kaitei/pdf/001_05_00.pdf


13（参考）東京中部間における調整力の広域運用について

◼ 東京中部間における三次①および二次②調整力は飛騨信濃FCのみを活用して広域運用をしている。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料4-1 抜粋 赤枠追記
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_04_01.pdf


14

（１）今回の検討内容について

（２）コストメリットの試算について

（３）恒久対策案における費用便益評価について



15（２）コストメリットの試算について
【飛騨信濃FCを活用することで発生するコストメリットの試算方法について】

◼ 2027年度末には、自励式で建設予定の新佐久間FC新設分と東清水FC増強分（90万kW）の運開が控えてお
り、東西エリア間の調整力の広域運用は、90万kWのみが担う選択肢もあるなかで、90万kWで広域運用する場合
と更に飛騨信濃FCも活用する場合（180万kW）と２つのケースで需給シミュレーション（広域メリットオーダー
シミュレーション）を実施し、シミュレーション結果の燃料費等の差を飛騨信濃FCを活用することのコストメリットと
して算定する。

◼ 東西エリア間における調整力の広域運用については、EDC制御に該当する二次調整力②と三次調整力①の広域運
用を模擬し、コストメリットを算定する。

新佐久間FC

東清水FC増強分

飛騨信濃FC

中
西
エ
リ
ア

東
エ
リ
ア

新佐久間FC

東清水FC増強分

飛騨信濃FC

90万kW 180万kW

90万kWで調整力を広域運用するケース 180万kW調整力をで広域運用するケース

２つのケースのシミュ
レーション結果の差

（コストメリット）につ
いて確認を行った。

中
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：調整力の広域運用（二次②、三次①）



16（参考）東京中部間連系設備（FC）の設備容量について

◼ 東京中部間の連系設備（FC）については、2021年3月に飛騨信濃FCが運開し、FCの合計容量が120万kW
から210万kWとなっている。

◼ 今後のFC増強については、新佐久間FC新設分で＋30万kW、東清水FC増強分で＋60万kW、計90万kW
（210万kW→300万kW）の増強が予定されている。

北海道

東北

東京

四国

九州

中国
関西・中部・

北陸

飛騨信濃FC

新信濃FC

佐久間FC

東清水FC

ステータス 設備 容量(kW)

既設 新信濃 60万

既設 佐久間 30万

既設 東清水 30万

既設 飛騨信濃 90万

2027年度末予定 新佐久間 ＋30万

2027年度末予定 東清水 ＋60万

合計容量 300万

※新佐久間FCは建設中のため、省略



17（参考）一次～三次①がそれぞれ対応する事象について

◼ 二次②と三次①調整力は予測誤差に対応する調整力であるため、今回は予測誤差に対応する調整力を広域運
用するという前提を置き試算する。

出所)第9回 需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料6 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_09_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_09_06.pdf


18（２）コストメリットの試算について
【検討断面の前提条件について】

◼ 電圧変動の設備対策は、相応の年数が必要となること、および、新佐久間FC新設分と東清水FC増強分は2027
年度末の運用開始を予定していることから、2030年度時点の想定でシミュレーションを実施した。

◼ 具体的には、第6次エネルギー基本計画における2030年度想定の需要や再エネ導入量（2030年度の野心的水
準）を使用し、再エネ以外の設備量は供給計画における2030年度の値を使用した。

出所)経済産業省ホームページ 第6次エネルギー基本計画（2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）赤枠追記）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_03.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_03.pdf


19（参考）検討断面の前提条件について（需要および連系線）

◼ 今回の検討における電力需要については、以下のとおり。

◼ 第6次エネルギー基本計画における2030年度の電力需要は省エネの野心的な深掘りにより8640億kWh程度と
想定されている。
上記の値をもとに自家発の自家消費を除くため、送電端需要（自家消費除く）から総需要を除算したものを乗じて
試算し設定。

◼ 連系線については、以下の増強を反映している。

➢ 北海道本州間連系設備増強（90万kW⇒120万kW）

➢ 東北東京間連系線増強（573万kW⇒1028万kW）

➢ 東京中部間連系線増強（210万kW⇒300万kW）

項 目 設定内容

需 要

◼ 第6次エネルギー基本計画の需要（8,640億kWh）に電力調査統計の2019年度実績から求めた
送電端需要/総需要の比（離島分除く）を乗じて試算。
8,640億kWh × (送電端需要:自家消費を除き)/(総需要) =7,681億kWh

（各ノード需要は2019年度実績で按分、2019年度の需要カーブを採用し、長期エネルギー需給見通しの需要に合うように補正)

連系線
◼ 2021年度長期計画の運用容量を基本とする。
※ 北海道本州間連系設備増強、東北東京間連系線増強、東京中部間連系設備増強は反映



20（２）コストメリットの試算について
【検討断面の前提条件について（調整力必要量）】

◼ 需給シミュレーションに設定する調整力必要量については、検討断面の再エネ導入量を踏まえ、再エネの予測誤差と
時間内変動を算出した上で想定する。

◼ 検討断面の再エネの予測誤差と時間内変動については、第72回本委員会（2022年4月12日）で整理した「将
来の再生可能エネルギー導入拡大に伴う調整力の検討」で用いた推計方法と同様に算定した。

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋 赤線追記
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


21（参考）気象予測精度向上の技術開発について

◼ 将来の再生可能エネルギー導入拡大に伴う調整力の検討においては、2040～2050年までに気象予測精度向上
の取り組みが4サイクル実施されると仮定していた。（0.9の４乗＝0.66倍）

◼ 2030年頃には2サイクル程度実施されると仮定し、予測誤差は現在から19％改善（0.9の2乗）するという前提を
置き試算する。

出所)第72回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料3 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


22（参考）調整力必要量のテーブル作成について

◼ 今回の調整力必要量の推計については、将来の再生可能エネルギー導入拡大に伴う調整力の検討と同様に、各時
間帯、各出力帯、各出力制御率ごとに調整力必要量テーブルを作成し、各時間の調整力必要量を推計した。

出所)第76回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年8月23日）資料2 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_76_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_76_02.pdf


23（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_北海道エリア）

◼ 以降、シミュレーションに設定する各エリアの調整力必要量を記載する。

◼ 北海道エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、11％となっている。

（※7％） （※11％）

※%値はH3需要（年間）に対する値 ※%値はH3需要（各月）に対する値

※

再エネ設備量2.6倍に対して
必要量は1.4倍



24（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_東北エリア）

◼ 東北エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、12％となっている。

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※7％）
（※12％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

※年間平均値

※

再エネ設備量2.9倍に対して
必要量は1.6倍



25（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_東京エリア）

◼ 東京エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、7.5％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※7.5％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.2倍に対して
必要量は0.97倍

※

※年間平均値



26（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_中部エリア）

◼ 中部エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、8.7％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※8.7％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.1倍に対して
必要量は1.1倍

※

※年間平均値



27（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_北陸エリア）

◼ 北陸エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、12％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※12％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.8倍に対して
必要量は1.5倍

※

※年間平均値



28（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_関西エリア）

◼ 関西エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、6.3％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※6.3％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.0倍に対して
必要量は0.8倍

※

※年間平均値



29（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_中国エリア）

◼ 中国エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、8.8％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※8.8％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.5倍に対して
必要量は1.1倍

※

※年間平均値



30（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_四国エリア）

◼ 四国エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、12％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※12％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.2倍に対して
必要量は1.5倍

※

※年間平均値



31（参考）検討断面の前提条件について（調整力必要量_九州エリア）

◼ 九州エリアの調整力必要量（年間平均値）はH3需要に対して、11％となっている。

（※7％）

※%値はH3需要（年間）に対する値

（※11％）

※%値はH3需要（各月）に対する値

再エネ設備量2.5倍に対して
必要量は1.5倍

※

※年間平均値



32（２）コストメリットの試算について
【需給シミュレーションにおける調整力の広域運用の模擬方法について】

◼ 今回の需給シミュレーションで調整力の広域運用を模擬するにあたり、別途、広域運用する調整力の量を算出の
上、事前にインプットデータに反映する必要がある。

◼ 広域運用する調整力の量を算出するにあたっては、調整力向けの連系線確保量（以下、連系線利用枠）を設定
する必要があり、調整力の連系線活用のメリットと、卸電力市場で連系線が活用できなくなることのデメリットを考慮し、
社会便益が最大となるよう、調整力の連系線利用枠が設定されている。

◼ また、需給調整市場検討小委員会において、連系線に一定量の想定潮流を設定し、想定潮流に対する相殺分も加
味することで、調整力の連系線利用枠を拡大することが検討されている。

◼ 今回の検討にあたっては、2030年以後が対象であることも踏まえ、上記の調整力の連系線利用枠の拡大につい
ても考慮し、広域運用する調整力の量を算出することとする。

【需給シミュレーションツール】

【インプットデータ】

調整力
必要量

【アウトプットデータ】

シミュレーション結果
(飛騨信濃FC活用なし)

調整力
必要量

飛騨信濃FC活用なし

飛騨信濃FC活用あり

シミュレーション結果
(飛騨信濃FC活用あり)

広域運用する調
整力必要量を事
前に算出の上、

反映

広域運用する調
整力必要量を事
前に算出の上、

反映

結果の差分が
飛騨信濃FC活用あり
のコストメリット



33（参考）調整力の連系線利用枠の設定方法について

◼ 調整力の連系線利用枠（連系線確保量）の上限値については、調整力の広域運用のメリットと卸電力市場への
影響（デメリット）の合計が最適値になるところを上限値としている。

出所)第70回 制度設計専門会合（2022年2月18日）資料4 抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/070_04_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/070_04_00.pdf


34（参考）調整力の連系線利用枠の拡大方法について

◼ 需給調整市場での取引に利用できる連系線容量（連系線利用枠）について、社会便益を損なうことなく利用枠
を拡大すべく、一定量の想定潮流を設定し、その想定潮流に対する相殺分を加味することでの利用枠増加につい
て検討が進められている。

出所)第34回 需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_34_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_34_02.pdf


35（参考）連系線利用枠の設定方法について

◼ 広域運用する調整力を算出するにあたり、kWh（卸電力市場）への影響および想定潮流を考慮した連系線利
用枠拡大について考慮し、連系線利用枠を設定する。

◼ 連系線利用枠については、エリア内のみで調整力を確保した場合の需給シミュレーション結果における連系線空容
量を連系線利用枠とし、連系線潮流値の相殺分も加味する。

◼ エリア内のみで調整力を確保した場合のシミュレーション結果は、kWhのメリットを最優先にした広域メリットオーダー
の結果であり、この空容量の範囲内で調整力を広域運用するという前提は、kWh（卸電力市場）には影響しな
い計算結果になると考えられる。

調整力の広域運用なしで需
給シミュレーション実施

kWh優先の広域メリットオー
ダーのシミュレーション結果が

出る

【シミュレーションの流れ】

シミュレーション結果の連系線
空容量を上限とし調整力の

広域運用量を試算

上記の試算結果を調整力必
要量に反映し、再度需給シ

ミュレーションを実施

順方向

逆方向

連系線潮流
（Sim結果）

空容量

運用容量（順）

運用容量（逆）

順方向と同じ方向に調整
力を確保する場合、空容
量の範囲内で確保する

逆方向と同じ方向に調整
力を確保する場合、連系
線潮流(Sim結果)を加味

した範囲内で確保する

【今回の検討時における連系線利用枠のイメージ図】

連系線利用枠



36（２）コストメリットの試算について
【広域運用する調整力の算出方法について】

◼ 広域運用する調整力は、連系線利用枠の範囲内を前提とし、以下の内容を踏まえ算出する。

◼ 調整力の余力の多いエリアには、より安価な調整電源が残っていると想定されるため、調整力の余力量に応じて、調
整力必要量を各エリアに配分することで、広域的に調整電源が稼働するよう模擬する。

◼ 余力按分により各エリアの限界費用が同一になれば最適な調整力の広域運用になると考えられるが、実際には各エリ
アで差があるため最適解とはならないものの、最低限のコストメリットは算定できると考えられる。

調
整
力
必
要
量

調
整
力
確
保
量

【調整力必要量の配分イメージ】

出力 出力

（安）（高） （高）（安）

上げ調整力
の余力

Aエリアの調整力必要量を上げ余力の多いBエリアに付替え
することで、E発ではなく、Bエリアの費用の安いI発電所を追
加並列し、BエリアにてAエリアの調整力を確保するよう模擬
する。（Aエリアよりも安価な調整電源で確保）

A
発

B
発

C
発

D
発

E
発

F
発

G
発

H
発

I
発

J
発

調
整
力
必
要
量

調
整
力
確
保
量

調
整
力
必
要
量

調
整
力
必
要
量

余
力余

力

配
分

配
分

＜上げ余力の少ないAエリア＞ ＜上げ余力の多いBエリア＞

エリア内の調整力のみで確保した場合の需給シミュレーション
結果から調整力の余力を確認し、按分した上で配分する。

＜上げ余力の少ないAエリア＞ ＜上げ余力の多いBエリア＞

切出した予測誤差
を各エリアの余力で
按分し、配分する

予測誤差
を切出し



37（２）コストメリットの試算について
【コストメリットの確認方法】

◼ 需給シミュレーションについては週間単位で算定されており、今回、模擬した調整力の広域運用（調整力の余力按
分で調整力必要量を配分する方法）については、簡易的な方法であるため、飛騨信濃FCの活用により需給コストが
増加している週もある。

◼ 飛騨信濃FCの活用により需給コストが増加する週については、週間単位であれば発電機の起動停止調整は可能で
あり、需給コストが増加するような調整力の広域運用はしないという前提のもと、コストメリット額の算出対象から除外
した。

週 起動費 燃料費

1週 XXX円 XXX円

2週 △△円 △△円

52週 〇〇円 〇〇円

53週 □□円 □□円

… … …

週 起動費 燃料費

1週 △△円 △△円

2週 □□円 △△円

52週 XX円 XX円

53週 〇〇円 〇〇円

… … …

【飛騨信濃FC活用なし】 【飛騨信濃FC活用あり】

週 コストメリット額

1週 XX円

2週 ▲ 〇〇円

52週 □□円

53週 △△円

… …

【コストメリット額】

比較

コストメリットあり
(プラス値)のみ
加算し、コストメ
リット額を算出

需給シミュレーション結果

【コストメリット額 算出イメージ図】



38（２）コストメリットの試算方法について
【需給シミュレーションで使用する燃料費について】

◼ 今回の需給シミュレーションの燃料費は、マスタープランの値（燃料費＋CO2対策コスト）を使用する。

◼ 燃料費については、世界情勢等の変化により大きく変動することから、主に持ち替えが多い石炭とLNGの価格差を最
大にするケースなど、４ケースについてシミュレーションを実施した。

石炭
LNG
MACC

LNG
ACC

水素
（混焼）

LNG
CC

LNG
CT

石油

中間値ケース 10.1 11.2 11.4 12.6 13.3 15.5 23.0

石炭ーLNG
価格差最大ケース

7.7 14.6 14.8 12.6 17.2 20.1 29.4

燃料費最大ケース 12.5 14.6 14.8 16.3 17.2 20.1 29.4

燃料費最小ケース 7.7 7.9 8.0 9.0 9.3 10.9 16.6

【マスタープランの燃料費（CO２コスト込み）】

【今回の需給シミュレーションの燃料費（4ケース）】

出所)第18回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの
在り方等に関する検討委員会(2022年6月23日) 資料1（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/files/masuta_18_01_01.pdf

［円/kWh］

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/files/masuta_18_01_01.pdf


39（参考）需給シミュレーションの燃料費について

◼ 今回の検討における燃料費は、以下のマスタープランの値（燃料費＋CO2対策コスト）を使用している。

出所)第18回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会(2022年6月23日) 資料1（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/files/masuta_18_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2022/files/masuta_18_01_01.pdf


40（参考）需給シミュレーションの起動費について

◼ 今回の検討で使用した起動費についても、マスタープランの値を使用している。

出所)第15回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会(2022年1月27日) 資料1（赤枠追記）
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/files/masuta_15_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/files/masuta_15_01_01.pdf


41（２）コストメリットの試算について
【コストメリット試算結果について】

◼ 飛騨信濃FCも調整力の広域運用に活用することで、年間で約20億円から30億円の需給コスト低減効果が確
認された。

[単位：億円]

【コストメリット試算結果（年間）】

燃料費パターン コストメリット額

中間値ケース 20.2

石炭ーLNG
価格差最大ケース

27.1

燃料費最大ケース 29.4

燃料費最小ケース 30.6

※１

※１ 様々な前提を置いた上での2030年断面を想定した試算結果であり、需要見通しの変化等の状況変化によっては、結果が変
わることに留意



42

（１）今回の検討内容について

（２）コストメリットの試算について

（３）恒久対策案における費用便益評価について



43（３）恒久対策案における費用便益評価について
【電圧対策の恒久対策案の内容について】

◼ 飛騨信濃FCの電圧変動対策として、現時点で挙げられる対策案は以下のとおり。

◼ 今回は、現在設置している調相設備の容量相当での対策を仮定しており、設備量・コスト等については、変更とな
る可能性があることに留意。

◼ また、2023年4月から、5分毎の調整力の広域運用が始まり、電圧変化など今後の状況変化も想定される。

※1 SVC/STATCOM：東京・中部ともに現状のShR容量である160MVA×1台×2極と仮定
※2 ShR：常時、ShR80MVA×2台×2極を確保できるように、現状のShR容量に加え東京・中部ともに1台新規設置80MVA×1台×2極
※3 コストはイニシャルコストとランニングコスト（22年間）の合計値

恒久対策案
STATCOM設置 SVC設置 ShR設置

東京 中部 東京 中部 東京 中部

容量
160MVA

×1台×2極※1

160MVA
×1台×2極※1

160MVA
×1台×2極※1

160MVA
×1台×2極※1

80MVA
×1台×2極※2

80MVA
×1台×2極※2

工期[年] 6.5 7.5 7 8 4 4.5

コスト※３[億円] 246 225 208

特徴

・調相設備の開閉器動作回数
の低減可能

・進相容量の増加が無く、既設
系統特性の変化は無し

・調相設備の開閉器動作回数
は低減可能

・進相容量が増加し、既設系統
特性の変化により共振性過電
圧発生のおそれがあり、追加の
設備対策が必要となる可能性
あり

・新規実績が少なく、今後の撤
退リスク大

・調相設備の開閉器の動作回
数は既設から変化無し

・進相容量の増加が無く、既設
系統特性の変化は無し

・想定以上の動作頻度となった
場合はランニングコスト増となる
可能性有り



44（参考）二次調整力②の広域運用開始について

◼ 2023年4月から二次②の広域運用が開始され、5分毎の調整力の広域運用が始まる予定。

出所)第29回 需給調整市場検討小委員会（2022年6月24日）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_05.pdf


45

①
イニシャル＋ランニング

[億円]
208~246

② 算定対象期間 22年

③ C (①/②) [億円/年] 9.45~11.18

④ Ｂ[億円] 20.2～30.6

⑤ B/C (④/③) 1.81～3.24

（３）恒久対策案における費用便益評価について
恒久対策案の費用便益評価結果について

◼ 飛騨信濃FCも活用する便益と恒久対策に伴う費用で、費用便益評価（B/C）を確認したところ、どのケースでも
「１」を超える結果となった。

◼ どの対策案でもB/Cは「1」を超えるため、新佐久間FC新設分、東清水FC増強分に加えて、飛騨信濃FCについ
ても、引き続き調整力の広域運用に活用する方針としてはどうか。

◼ また、今後の電圧状況の変化や各FCの運用方法の検討等で対策不要となることも考えられることから、具体的
な対策案や設備容量等については、電力系統および機器の特性等を踏まえ、一般送配電事業者にて検討を進
めることでどうか。

※１

※１ コスト等については、現状想定の数値であるため、今後の状況変化で変更となる可能性があることに留意。

【費用便益評価 結果】



46（参考）費用対便益評価の前提条件について

◼ 地域間連系線の費用対便益評価における各諸元（算定期間等）を参考に、費用便益評価（B/C）を実施し
た。

出所)第31回広域系統整備委員会(2018年3月9日) 資料1-(2)
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2017/files/seibi_31_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2017/files/seibi_31_01_02.pdf


47まとめ

◼ 飛騨信濃FCの調整力広域運用を検討するため、新佐久間FC新設分、東清水FC増強分に加えて、飛騨信濃FC
も活用する便益と恒久対策に伴う費用で、費用便益評価（B/C）を確認した。

◼ 飛騨信濃FCも調整力の広域運用に活用することで、年間で約20億円から30億円の需給コスト低減効果が確認さ
れた。

◼ 費用便益評価を確認したところ、B/Cはどの対策案でも「1」を超えることから、新佐久間FC新設分、東清水FC増強
分に加えて、飛騨信濃FCについても、引き続き調整力の広域運用に活用する方針としてはどうか。

◼ 2023年4月から、5分毎の調整力の広域運用が始まり、電圧状況の変化も想定される。
また、各FCの運用方法の検討等で対策不要となることも考えられることから、具体的な対策案や設備容量等について
は、電力系統および機器の特性等を踏まえ、一般送配電事業者にて検討を進めることでどうか。


